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○小池（政）委員	
 みんなの党の小池政就です。 
	
 私も連合審査会は初めてになりますが、これだけ大臣がいらっしゃるとは思

いませんで、先日行いました予算委員会、テレビ中継はなかったんですが、あ

ちらよりもよっぽどにぎやかな委員会でして、いろいろなことを実はお聞かせ

いただきたいんですが、きょうはマイナンバーに特定してということでもあり

ますし、また、私の時間、十四分という形でかなり限られていますので、ぜひ

手短に御回答いただきたいと思います。 
	
 マイナンバーについて、セキュリティー、主に費用対効果等の面では、我が

党の議員初めまして、議論がなされているところをお聞かせいただきました。

特に効果につきましては、コスト削減等についての議論はあったんですが、主

に財務金融分野からは、納税者の利益また財政規律に対してどういう改善の効

果があるかということを少し御確認させていただきたいと思います。 
	
 まず、国民にとっての具体的な利便性の向上についてということで、具体的

には、例えば納税者からの確定申告の制度がどうなるかということをお聞かせ

いただきたいと思います。 
	
 給与所得とか社会保険、また家族情報からの控除等、それはマイポータルの

方でも表示されるということではありますけれども、例えば、では、確定申告

の際の入力でありますとか証明書の提出等はどうなるのかという点が一点と、

また、もう一点は、損益通算に関しても、納税者側から見ての手続等はどう変

わるか、お聞かせいただけますでしょうか。 
 
○山口副大臣	
 お答えをさせていただきます。 
	
 御指摘の記入済み申告書が、税務当局が納税者の所得金額や控除金額等を申

告書に事前に記入して送付をするものというのを指されておられると思います

が、御案内のとおり、北欧等なんかでもそういう事例があるようであります。

実は私も、確定申告は面倒くさいなという感じがあるんですが、我が国では、

多くの給与所得者が、実は年末調整によって確定申告が不要となっております。

御案内のとおりであります。同時に、番号制度が整備をされたとしても、税務

当局においては、事前に所得や控除の金額にかわる十分な情報を把握できるか



どうかというふうな問題等もございます。 
	
 しかし、いずれにしても、これは、せっかくでありますから、納税者の皆さ

ん方の利便性に配慮しながら、この番号制度の活用を検討していかなくてはい

けないというふうに思っております。 
 
（中略） 
 
○小池（政）委員	
 この件は、レクの際にもちょっとお話をさせていただきま

したけれども、税金の還付がある人、税金を払っている人は、当然社会保険を

払っているだろうという前提かとは思います。 
	
 ただ、若年世代は、税金は結構払って所得はあるんだけれども、社会保険に

ついては、将来返ってくるかわからないということから、払っていない世代も

結構多いわけでありますから、ぜひ情報の伝達だけでも検討いただけたらと思

います。 
	
 また、現在は、国税庁におきまして、年間給与五百万以下の収入の把握とい

うものができていないという件についても、財金の委員会の方でも議論をさせ

ていただきました。こちらは事業者の負担がかかるという話だったんですが、

事業者の方は、負担どころか、一々市町村と国税庁に分けるのが大変であって、

できたら統一してもらいたいというような声もありまして、それをお伝えさせ

ていただいたんですが、最終的に国税庁の話をしたら、大臣からはかなり否定

的な回答をいただきました。ただ、この点は、またぜひ検討していただきたい

と思います。 
	
 同じように、今国税庁が把握していないものとして利子所得があると思うん

ですけれども、例えば給付つきの税額控除が導入された際に、給与所得は少な

いんですけれども利子所得は実は多いという方に対しても、税額控除が一律対

応になってしまう可能性があるわけでありますから、こちらも将来的に検討に

値すると思うんですけれども、いかがでしょうか。 
 
○山口副大臣	
 お答えをさせていただきます。 
	
 これは、番号制度の本格的な稼働及び定着というのを前提にして、所得の把

握あるいは資産の把握の問題、執行面での対応の可能性等を含めて、さまざま

な角度から総合的に検討というふうなことにしておるわけであります。 



	
 今回の法案におきまして、税制上の措置として、納税申告書や法定調書等に

番号の記載を求めるなどの措置を講ずることによって、実は現状に比して所得

把握の適正化とか効率化が図られますが、御案内のとおりで、それだけでは把

握できない所得があるわけでありますので、この給付つき税額控除というふう

なお話、これからの検討課題でもありますけれども、さらにどのような手当て

をする必要があるのかということは検討していく必要があるだろうと思ってお

ります。 


